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会社清算の申告ガイド

100%子会社整理に伴う
繰越欠損金の引継手続

平成22年度税制改正において、法人が解散した場合の課税関係につき大幅な改
正が行われ、平成22年10月1日以後に完全支配関係がある子法人が解散した場
合の親法人における清算損の計上が廃止され、その代わりに親法人において清
算子法人の繰越欠損金が引き継げるようになった。

本稿では、100%子会社を整理したときに親会社において繰越欠損金を引き継ぐ
場合の実務上の手続（申告書の記載方法等）について、設例を用いて解説を行う。

Essence
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概要
平成22年度税制改正後においては、平成22年10月1日以後
の解散決議により、完全支配関係がある子法人が清算した場合
のその清算法人株式の譲渡損益については、その清算法人株
式を簿価で譲渡したものとして、親法人で譲渡損益（清算損）を
認識しないこととなった（法法61の2①⑯）。その代わりとして、
清算する子法人の残余財産が確定した場合に、その子法人に
繰越欠損金があるときは、親法人においてその繰越欠損金を
引き継げることとなった（法法57②）。

残余財産が確定した法人の繰越欠損金については、残余財産
の分配による移転資産の有無にかかわらず、適格合併に係る
繰越欠損金の引継ぎと同様の取扱いとすることとされている。	
すなわち、完全支配関係がある清算法人の残余財産が確定し
た場合には、その繰越欠損金を清算法人の株主等に引き継ぐ
こととされるとともに、一定の場合には繰越欠損金の引継制限
が設けられている（法法57③）。

残余財産確定の場合の欠損金の引継ぎ
（1）	完全支配関係がある子法人を清算した場合の繰越

欠損金の引継ぎ
その株主等である内国法人との間に完全支配関係がある清算
法人の残余財産が確定した場合において、当該清算法人のそ
の残余財産の確定の日の翌日前7年以内に開始した各事業年
度（以下、「前7年内事業年度」という）において生じた未処理欠
損金額があるときは、その清算法人の株主等である内国法人
のその残余財産の確定の日の翌日の属する事業年度以後の各
事業年度における欠損金の繰越控除に関する規定の適用につ
いては、その前7年内事業年度において生じた未処理欠損金額
は、その清算法人の株主等である内国法人の各事業年度にお
いて生じた欠損金額とみなすこととされた（法法57①②）。災
害損失欠損金額についても同様の取扱いとなる（法法58②）。

（2）	完全支配関係がある清算法人
欠損金の引継ぎの対象となるのは、清算法人とその清算法人
の株主等である内国法人との間に完全支配関係がある場合に
限られる。この完全支配関係は、清算法人の株主等である内国
法人による完全支配関係又は他の者との間に他の者による完
全支配関係がある法人相互の関係に限ることとされている。	
すなわち、グループ頂点の法人の株式の一部をグループ内の
子法人が有していた場合に、頂点の法人の残余財産が確定し
ても、頂点の法人からその株主等である子法人に繰越欠損金
が引き継がれることはない。

	100%子会社の清算に係る繰越欠損金の引継ぎ等

未処理欠損金額
又は	

未処理災害損失欠損金額
×

株主等である内国法人の	
有する清算法人の株式又は	

出資の数又は金額

清算法人の発行済株式又は	
出資（自己株式等を除く）の	

総数又は総額

P社

（図表1）	 100%子会社の清算に伴う繰越欠損金の取扱い等

＜平成22年10月1日以降＞＜平成22年9月30日以前＞
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（3）	清算法人の株主等に引き継がれる欠損金額
清算法人の株主等に引き継がれる欠損金額は、その残余財産
が確定した清算法人に株主等が2以上ある場合には、次の計算
式のとおり、清算法人の株主等である各内国法人の持分割合
で按分して、その内国法人ごとに引き継がれる欠損金額を算出
する（法法57②、58②）。
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（図表2）	 未処理欠損金額の帰属事業年度

⑦ ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①清算法人の株主等
である内国法人

清算法人

前7年内事業年度（欠損金の引継ぎ可）

残余財産確定日の翌日
の属する事業年度

※	清算法人のそれぞれその未処理欠損金額が生じた事業年度開始の日が、清算法人の株主等である
内国法人のいずれの事業年度に属するかに応じ、帰属事業年度を判定する。

（5）	清算法人の繰越欠損金の引継制限
残余財産が確定した清算法人の青色欠損金額について、適格
合併に係る被合併法人の青色欠損金額と同様に、清算法人の
株主等である内国法人と清算法人との間の支配関係（50%超
の支配関係）が5年前の日からある場合等を除き、次の①及び
②に相当する欠損金額は、内国法人の残余財産の確定の日の
翌日の属する事業年度以後の各事業年度においてないものと
される（法法57③）。

完全支配関係がある清算法人の株式に係る譲渡損益（清算損の不計上）

（清算法人の前7年内事業年度において生じた欠損金額の
うち、）

①	支配関係事業年度（株主等である内国法人と清算法人との間に
最後に支配関係があることとなった日の属する事業年度）前の	
各事業年度で生じた欠損金額

②	支配関係事業年度以後の各事業年度で生じた欠損金額のうち	
特定資産譲渡等損失額相当額からなる部分の金額

なお、清算の場面の実態に合わないことから、適格合併の場合
と異なり、みなし共同事業要件に該当する場合の制限の除外
措置は設けられていない（法法57③）。

（4）	未処理欠損金額の帰属事業年度
清算法人の株主等である内国法人に引き継がれる未処理欠損
金額は、それぞれその未処理欠損金額の生じた前7年内事業
年度開始の日の属する株主等である内国法人の事業年度にお
いて生じた欠損金額とみなされる。なお、株主等である内国法
人のその残余財産の確定の日の翌日の属する事業年度開始
の日以後に開始した清算法人の前7年内事業年度において生
じた未処理欠損金額にあっては、その残余財産の確定の日の

翌日の属する事業年度の前事業年度において生じた欠損金額
とみなされる。また、清算法人の未処理欠損金額の生じた最も
古い事業年度開始の日が株主等である内国法人の設立前であ
るときは、その設立前までの期間については、清算法人の事業
年度の期間を株主等である内国法人の事業年度とみなすこと
とされている（法令112②、116の2②）。

残余財産の確定日

平成22年10月1日以後の解散決議により完全支配関係があ
る子法人が清算した場合には、その清算法人株式の譲渡対価
の額は、譲渡原価の額に相当する金額とされることから、清算
法人の株式に係る譲渡損益は認識されないこととなる（法法
61の2①⑯）。この場合、みなし配当等の金額及び譲渡対価の

額とされる譲渡原価の額相当額の合計額から交付金銭等の額
を減算した金額（清算法人株式の譲渡益相当額又は譲渡損相
当額）は、その株主等である内国法人の資本金等の額に加算又
は減算することとされる（法令8①十九）。
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平成22年10月1日以後に完全支配関係がある子法人が株主
総会決議により解散した場合において、その後、当該子法人の
残余財産の確定により、当該子法人の繰越欠損金を親法人が
引き継ぐときの申告書の記載例について、以下に具体的設例
を用いて示す。

前提条件
〇1.	 P社の100%子会社であるS社は、平成23年3月31日に株

主総会の決議により解散した。その後、財産の換価処分及
び債務の弁済を行い、平成23年10月31日に残余財産が確
定した。なお、残余財産の最後の分配日は平成23年11月
25日の予定である。

〇2.	 P社の資本金は100,000,000円であり、発行済株式総数
は2,000株である。なお、P社は資本金5億円以上の大法人
に支配される法人ではない。

〇3.	 S社の資本金は30,000,000円であり、発行済株式総数は
600株である。

〇4.	 P社はS社株式の100%（600株）を平成20年10月1日にA
社（P社と資本関係はない）から72,000,000円で購入して
いる。

〇5.	 S社の解散時（平成23年3月31日）及び残余財産確定時（平
成23年10月31日）の貸借対照表はそれぞれ次のとおりで
ある。

	具体的設例

①解散時（平成23年3月31日）
S社 B/S（H23.3/31現在） 【単位：円】

現金預金 2,500,000 買掛金 3,500,000

売掛金 1,700,000 未払法人税等 70,000

棚卸資産 5,000,000 資本金 30,000,000

仮払法人税等 40,000 利益余剰金 △14,330,000

土地 10,000,000

合計 19,240,000 合計 19,240,000

②残余財産確定時（平成23年10月31日）
S社 B/S（H23.10/31現在） 【単位：円】

現金預金 16,786,000 未払法人税等 40,700

仮払法人税等 4,000 資本金 30,000,000

利益余剰金 △14,330,000

合計 16,790,000 合計 16,790,000

6.	 S社の清算事業年度（自平成23年4月1日至平成23年10月	
31日）における取引内容及び損益計算書は次のとおりで	
ある。

①清算事業年度における取引内容

（a）土地の売却
（現金預金） 12,000,000 （土地） 10,000,000

（土地売却益） 2,000,000
（b）棚卸資産の売却
（現金預金） 5,300,000 （棚卸資産） 5,000,000

（棚卸資産売却益） 300,000
（c）売掛金の回収
（現金預金） 1,700,000 （売掛金） 1,700,000
（d）買掛金の弁済
（買掛金） 3,500,000 （現金預金） 3,500,000
（e）法人税等の支払
（未払法人税等） 70,000 （現金預金） 70,000
（f）還付法人税等の受け取り
（現金預金） 40,000 （仮払法人税等） 40,000
（g）各種経費の支払
（清算人報酬） 1,000,000 （現金預金） 1,200,000
（交際費） 40,000
（寄附金） 10,000
（その他経費） 150,000
（h）預金利息の受取り
（現金預金） 16,000 （受取利息） 20,000
（仮払法人税等） 4,000
（i）未払法人税等の計上
（法人税等） 40,700 （未払法人税等） 40,700

②清算事業年度の損益計算書
S社 P/L（H23.4/1ーH23.10/31） 【単位：円】

清算人報酬 1,000,000 土地売却益 2,000,000

交際費 40,000 棚卸資産売却益 300,000

寄附金 10,000 受取利息 20,000

その他経費 150,000

法人税等 40,700

清算利益 1,079,300

合計 2,320,000 合計 2,320,000
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7.	 P社及びＳ社は平成18年3月以降に業績が大きく悪化して
おり、毎期欠損金が生じている。事業年度ごとのP社及び	
S社の欠損金額の発生状況は次のとおりである。

単位：円
P社 S社

発生 残高 発生 残高
H17.3期 0 0 0 0

H18.3期 △20,000,000 △20,000,000 △500,000 △500,000

H19.3期 △8,000,000 △28,000,000 △2,000,000 △2,500,000

H20.3期 △10,000,000 △38,000,000 △1,500,000 △4,000,000

H21.3期 △1,000,000 △39,000,000 △3,500,000 △7,500,000

H22.3期 △3,000,000 △42,000,000 △1,000,000 △8,500,000

H23.3期 △500,000 △42,500,000 △3,000,000 △11,500,000

8.	 P社の平成24年3月期における欠損金控除前の所得金額
は、40,000,000円である。

（編注）以下では、P社とS社の法人税申告書の記載例を示すが、紙幅の都合
上P社の記載例を先に掲載した。S社の記載例については115頁以下を
ご覧いただきたい。なお、別表様式については、可能な限り最新のもの	

（平成23年6月30日以後終了事業年度分）を利用したが、S社の記載例
については、平成23年4月1日から平成23年6月29日の間に終了する
事業年度分のものを使用しているため留意されたい。

P社の平成24年3月31日事業年度に係る法人税申告書記載例	
（S社の清算に関連する部分の抜粋）

会社清算の申告ガイド特集２

⑺�　Ｐ社及びＳ社は平成18年３月以降に業績が大きく悪化しており，毎期欠損金が生じてい
る。事業年度ごとのＰ社及びＳ社の欠損金額の発生状況は次のとおりである。

単位：円
Ｐ社 Ｓ社

発生 残高 発生 残高
H17.３期 0 0 0 0
H18.３期 △�20,000,000 △�20,000,000 △�500,000 △�500,000
H19.３期 △�8,000,000 △�28,000,000 △�2,000,000 △�2,500,000
H20.３期 △�10,000,000 △�38,000,000 △�1,500,000 △�4,000,000
H21.３期 △�1,000,000 △�39,000,000 △�3,500,000 △�7,500,000
H22.３期 △�3,000,000 △�42,000,000 △�1,000,000 △�8,500,000
H23.３期 △�500,000 △�42,500,000 △�3,000,000 △�11,500,000

※Ｓ社の繰越欠損金のうちに，特定資産譲渡等損失相当額からなる部分の金額はないものとする。

⑻�　Ｐ社の平成24年３月期における欠損金控除前の所得金額は，40,000,000円である。
（編�注）　以下では，Ｐ社とＳ社の法人税申告書の記載例を示すが，紙幅の都合上Ｐ社の記載例を先に掲載
した。Ｓ社の記載例については115頁以下をご覧いただきたい。なお，別表様式については，可能な限り
最新のもの（平成23年６月30日以後終了事業年度分）を利用したが，Ｓ社の記載例については，平成23年
４月１日から平成23年６月29日の間に終了する事業年度分のものを使用しているため留意されたい。

２　Ｐ社の平成24年３月31日事業年度に係る法人税申告書記載例（Ｓ社の清算に関
連する部分の抜粋）

Ｓ 社 清 算 損 否 認 55，250，700 55，250，700

40，000，000

40，000，000

0

40，000，000

P社23・ 4・ 1
24・ 3・31

112　税務弘報 2011. 11

※	S社の繰越欠損金のうちに、特定資産譲渡等損失相当額からなる部分の金額はないも
のとする。
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●100％子会社整理に伴う繰越欠損金の引継手続

資本金等の額（ S社株式） 55，250，700 55，250，700

P社23・ 4・ 1
24・ 3・31

利益積立金額（ S社株式） △� 55，250，700 △� 55，250，700

100，000，000 100，000，000

20，000，000

8，000，000

10，000，000

4，500，000

4，000，000

3，500，000

50，000，000

20，000，000

8，000，000

10，000，000

2，000，000

40，000，000

0

0

0

2，500，000

4，000，000

3，500，000

10，000，000

P社23・ 4・ 1
24・ 3・31

16・ 4・ 1
17・ 3・31

17・ 4・ 1
18・ 3・31

18・ 4・ 1
19・ 3・31

19・ 4・ 1
20・ 3・31

20・ 4・ 1
21・ 3・31

21・ 4・ 1
22・ 3・31

22・ 4・ 1
23・ 3・31

10，000，000

税務弘報 2011. 11　113
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会社清算の申告ガイド特集２

20，000，000

8，000，000

10，000，000

1，000，000

3，000，000

500，000

42，500，000

P社23・ 4・ 1
24・ 3・31

17・ 4・ 1
18・ 3・31
18・ 4・ 1
19・ 3・31
19・ 4・ 1
20・ 3・31
20・ 4・ 1
21・ 3・31
21・ 4・ 1
22・ 3・31
22・ 4・ 1
23・ 3・31

青色欠損金

18・ 4・ 1
19・ 3・31
19・ 4・ 1
20・ 3・31
20・ 4・ 1
21・ 3・31
21・ 4・ 1
22・ 3・31
22・ 4・ 1
23・ 3・31

青色欠損金

20，000，000

8，000，000

10，000，000

4，500，000

4，000，000

3，500，000

50，000，000

0

0

3，500，000

1，000，000

3，000，000

7，500，000

23・　10　・31

20・　10　・ 1S 社

18・ 4・ 1
19・ 3・31
19・ 4・ 1
20・ 3・31
20・ 4・ 1
21・ 3・31
21・ 4・ 1
22・ 3・31
22・ 4・ 1
23・ 3・31

青色欠損金 1，376，000

1，500，000

3，500，000

1，000，000

3，000，000

10，376，000

0

0

0

0

0

0

0

0

3，500，000

1，000，000

3，000，000

7，500，000

23・　10　・31
S 社

114　税務弘報 2011. 11
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S社の平成23年10月31日事業年度に係る法人税申告書の記載例

●100％子会社整理に伴う繰越欠損金の引継手続

３　Ｓ社の平成23年10月31日事業年度に係る法人税申告書の記載例
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ポイント
1.	清算中の内国法人の残余財産が確定した場合には、その内

国法人の残余財産の確定の日から1か月以内（残余財産の
確定の日の翌日から1か月以内に残余財産の最後の分配が
行われる場合には、その行われる日の前日まで）に確定申告
書を提出しなければならない（法法74②）。清算確定申告書
については、申告期限の延長特例は認められない。本設例
では、残余財産の確定日（平成23年10月31日）から1か月
以内に残余財産の最後の分配が行われる予定であるため	

（平成23年11月25日）、その最後の分配の前日である平
成23年11月24日が確定申告書の提出期限となる。

2.	 P社とS社は、残余財産確定日である平成23年10月31日
時点において完全支配関係があるが、S社は平成20年10
月1日に買収により100%子会社化された法人であり、P社
との50%超の支配関係が5年間継続していないため、青
色欠損金の引継制限がある。すなわち、S社の最後事業年

⑦ ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①

この間に支配関係発生

（残余財産確定）H23.10/31

5年前の日 株式購入
0%→100%

残余財産の確定の日の
属する事業年度開始の日

S社の繰越欠損金のうち特定資産譲渡等損失相当額の引継ぎ不可S社の繰越欠損金全額引継ぎ不可

（支配関係発生）H20.10/1

（図表3）

H18.4/1 H19.4/1 H20.4/1 H21.4/1 H22.4/1 H23.4/1

（現金預金）	 16,749,300	 （S社株式）	 72,000,000
（S社清算損）	 55,250,700

会社清算の申告ガイド特集２

４　ポイント

⑴　清算中の内国法人の残余財産が確定し
た場合には，その内国法人の残余財産の
確定の日から１か月以内（残余財産の確
定の日の翌日から１か月以内に残余財産
の最後の分配が行われる場合には，その
行われる日の前日まで）に確定申告書を
提出しなければならない（法法74②）。
清算確定申告書については，申告期限の
延長特例は認められない。
本設例では，残余財産の確定日（平成
23年10月31日）から１か月以内に残余財
産の最後の分配が行われる予定であるた
め（平成23年11月25日），その最後の分
配の前日である平成23年11月24日が確定
申告書の提出期限となる。

⑵　Ｐ社とＳ社は，残余財産確定日である
平成23年10月31日時点において完全支配
関係があるが，Ｓ社は平成20年10月1日
に買収により100%子会社化された法人

であり，Ｐ社との50%超の支配関係が５
年間継続していないため，青色欠損金の
引継制限がある。
すなわち，Ｓ社の最後事業年度終了時
における繰越欠損金合計額10,376,000円
のうち，7,500,000円（平成21年３月期：
3,500,000円，平成22年３月期：1,000,000
円，平成23年３月期3,000,000円）がＰ社
への引継対象となり，残り2,876,000円（平
成19年３月期：1,376,000円，平成20年３
月期：1,500,000円）についてはＰ社へ引
き継ぐことはできない。
⑶　Ｐ社では清算によるＳ社株式の消滅に
より，以下の仕訳が行われる。

（現金預金）　16,749,300　（Ｓ社株式）72,000,000
（Ｓ社清算損）55,250,700

しかし，Ｓ社清算損は損金の額に算入さ
れないことから，別表四で加算調整すると
ともに，Ｐ社の資本金等の額を減少させる
処理が必要となる。
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度終了時における繰越欠損金合計額10,376,000円のう
ち、7,500,000円（平成21年3月期：3,500,000円、平成
22年3月期：1,000,000円、平成23年3月期3,000,000
円）がＰ社への引継対象となり、残り2,876,000円（平成19
年3月期：1,376,000円、平成20年3月期：1,500,000円）
についてはＰ社へ引き継ぐことはできない。

3.	 P社では清算によるS社株式の消滅により、以下の仕訳が行
われる。

しかし、S社清算損は損金の額に算入されないことから、	
別表四で加算調整するとともに、P社の資本金等の額を	
減少させる処理が必要となる。
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